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23年度 24年度 25年度 680 680 705 705

1 総
火災予防に係る
普及啓発事務

火災予防を市民に周知す
ることによって、出火防
止を図る。

市民 
(市内)

定
例
定
型

行事、放火
防止広報の
実施回数

行事２回・
広報１４回

行事２回・
広報１４回

行事２回・
広報１４回

169
 行事２
回  広報
14回

火災予防の普及啓発
事業を通じて、市民
の防火意識の高揚が
図れている。

Ａ 189

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

1
火災予防に係る
普及啓発事務

防火ポスター
防火作文コン
クール

作品応募者数 500作品 400作品 46
防火ポスター
防火作文コン
クール

作品応募者数 450作品 56

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

1
火災予防思想の
啓発、普及

文化財・防火
デーの実施

実施回数 年１回 年１回
文化財・防火
デーの実施

実施回数 年１回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

1
火災予防に係る
普及啓発事務

イベント参加
や広報紙等に
よる火災予防
普及啓発活動

広報活動実施
回数

年６回 年７回 123

イベント参加
や広報紙等に
よる火災予防
普及啓発活動

広報活動実施
回数

年６回 133

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

1
火災予防に係る
普及啓発事務

放火火災の発
生状況に応じ
た対策の決
定、パトロー
ルの実施

実態に応じて
適切に処理し
た割合

１００％ １００％
(５地区）

放火火災の発
生状況に応じ
た対策の決
定、パトロー
ルの実施

実態に応じて
適切に処理し
た割合

１００％

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

1
火災予防に係る
普及啓発事務

地震対策を踏
まえた住宅防
火対策の講話

まなび講座等
実施回数

１００％
１００％  
(５回）

火災予防に関
する防火講話
の実施

まなび講座等
実施回数

１００％

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

2 総
火災予防運動事
業

火災の発生を防止し、死
傷者を減少させるととも
に財産の損失を防止する
ため

市内在
住及び
在勤者

政
策

火災予防運
動協力事業
所等箇所数

３００か所 ３００か所 ３００か所 131

火災予防
運動協力
事業所数
３１２

火災予防運動を通じ
て防火意識の高揚が
図れている。

Ａ 138

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

2
火災予防運動事
業

火災予防運動
の実施

火災予防運動
協力事業所数

３００事
業所

３１２事
業所

131
火災予防運動
の実施

火災予防運動
協力事業所等
箇所数

３００ 　
か所

138

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

3 総
住宅防火安全対
策事業

住宅火災による死者の低
減

市内　
在住

政
策

住宅用火災
警報器の設
置率

県平均設置
率以上

県平均設置
率以上

県平均設置
率以上

200

県平均設
置率を
１．２ポ
イント上
回る

警報器推計普及率
茅ヶ崎市(81.4%)
県平均(80.2%) 
普及率向上で火災損
害が減少傾向。

Ａ 146

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

3
住宅防火安全対
策事業

高齢者等を対
象とした住宅
防火対策の実
施

冊子作成及び
配布を適切に
実施した割合

１００％

１００％
(２,０００
部作成し配
布）

126

高齢者等を対
象とした住宅
防火対策の実
施

冊子作成及び
配布を適切に
実施した割合

１００％ 72

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

3
住宅防火安全対
策事業

住宅防火訪問
の実施

モデル地区を
設定して住宅
防火の安全説
明の実施した
割合

１００％

１００％
（南湖、平
太夫新田地
区）

74
住宅防火訪問
の実施

高齢者世帯を
対象とした防
火訪問で安全
対策を周知し
た割合

１００％ 74

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

3
住宅防火安全対
策事業

住宅用火災警
報器設置推進
協力会周知広
報の実施

住宅用火災警
報器設置推進
の周知広報活
動

年３回 年７回

住宅用火災警
報器設置推進
協力会周知広
報の実施

住宅用火災警
報器設置推進
の周知広報活
動

年３回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

4 総
火災予防の研究
及び技術支援に
関する事務

火災の発生を防止し、死
傷者を減少させるため消
防法令違反の是正を図
る。

市民又
は消防
職員

定
例
定
型

会議・研修
の回数

会議２回研
修２回

会議２回研
修２回

会議２回研
修２回

会議２回
研修２回

火災予防研修を通じ
て技術支援を適切に
行っており、成果が
出ている。

Ａ 未 高 高 中
現状維

持
有り

予算
なし

4

火災予防の研究
及び技術支援に
関する事務

火災予防の調
査・研究及び
違反処理等の
指導

適切な助言指
導の実施割合

１００％ １００％

火災予防の調
査・研究及び
違反処理等の
指導

適切な助言指
導の実施割合

１００％ 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

4

火災予防の研究
及び技術支援に
関する事務

建物調査及び
施設の取り扱
い指導

竣工建物に対
する調査の実
施率

１００％ １００％
建物調査及び
施設の取り扱
い指導

竣工建物に対
する調査の実
施率

１００％ 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

4

火災予防の研究
及び技術支援に
関する事務

予防担当者会
議及び予防研
修

実施回数 年３回 年３回
予防担当者会
議及び予防研
修

実施回数 年３回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

予防課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

火災発生と火災危険を減らす

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

予防課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称
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予防課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

火災発生と火災危険を減らす

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

予防課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

5 総

建築確認を伴う
消防用設備等の
設置に関する事
務

消防用設備等の法令基準
の適合性について審査を
行う。

事業者
及び届
出義務

者

定
例
定
型

消防法令等
に適合した
審査等の実
施割合

１００％ １００％ １００％ 100%

法令基準の審査及び
検査を通じて消防用
設備等の設置に関す
る適正化を図ること
ができている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

5

建築確認を伴う
消防用設備等の
設置に関する事
務

法令基準等の
適合性を図る
ための事前相
談及び届出の
受付事務

消防法令等に
適合した審査
等の実施割合

１００％
１００％
（３３８
件）

法令基準等の
適合性を図る
ための事前相
談及び届出の
受付事務

消防法令等に
適合した審査
等の実施割合

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総

建築物の許可、
認可及び確認の
同意に関する事
務

建築物等の火災予防につ
いて、消防法令上の審査
及び指導を行い安全性を
図る。

建築主
事又は
民間検
査機関

定
例
定
型

消防法令等
に適合した
審査等の実
施割合

１００％ １００％ １００％ 21 100%

法令基準の審査をと
おして火災予防上の
安全確保を図ること
ができている。

Ａ 41

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

6

建築物の許可、
認可及び確認の
同意に関する事
務

申請に伴う事
前相談、受付
及び審査

消防法令等に
適合した審査
等の実施割合

１００％
１００％
（１，４５
２件）

21
申請に伴う事
前相談、受付
及び審査

消防法令等に
適合した審査
等の実施割合

１００％ 41

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
火災予防促進事
務

火災予防条例に規定する
届出にあたり法令等の適
合性を審査するため。

届出義
務者

定
例
定
型

条例に適合
した事前相
談及び届出
の審査の実
施割合

１００％ １００％ １００％ 100%
条例基準の審査を適
切に実施しており、
成果が出ている。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

7
火災予防促進事
務

火災予防条例
の適合性を図
るための事前
相談及び届出
の受付事務

条例に適合し
た事前相談及
び届出の審査
の実施割合

１００％
１００％
（１５３
件）

火災予防条例
の適合性を図
るための事前
相談及び届出
の受付事務

条例に適合し
た事前相談及
び届出の審査
の実施割合

１００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
防火・防災管理
講習に関する事
務

防火管理に要する知識を
指導し、防火管理者とし
て必要な知識の向上を図
るため。

市内在
住及び
在勤者

定
例
定
型

講習会実施
回数

４回 ４回 ４回 ４回

関係機関と協力して
講習会を開催し防火
知識の普及を図るこ
とができた。

Ａ 未 高 高 中
現状維

持
有り

予算
なし

8

防火・防災管理
講習に関する事
務

講習会及び再
講習会の実施

講習会実施回
数

年４回 年４回
講習会及び再
講習会の実施

講習会実施回
数

４回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

9 総
防火対象物実態
調査等の予防統
計事務

届出状況を収集すること
によって、火災予防に反
映するため

市民及
び消防
職員

定
例
定
型

防火対象物
台帳作成数

防火対象物
使用開始届
の数

防火対象物
使用開始届
の数

防火対象物
使用開始届
の数

１１０件

定期的な統計事務の
処理を実施してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

9

防火対象物実態
調査等の予防統
計事務

設置状況の確
認及び集計

集計回数 年１２回
（１１０件）

年１２回
（１１０件）

設置状況の確
認及び集計

集計回数
年１２回

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

10 総
危険物安全協会
に関する事務

危険物取扱者によって構
成する会員を育成指導す
ることによって、危険物
に起因する災害防止に努
めるため。

市内在
住及び
在勤者

定
例
定
型

消防法令に
適合した適
切な指導割
合

１００％ １００％ １００％ 45 100%

協会と連携を図り安
全対策を推進するこ
とで効果的な事故防
止に結びついてい
る。

Ａ 45 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
危険物安全協会
に関する事務

危険物取扱者
の育成指導

危険物試験講
習指導回数

年５回 年５回 45
危険物取扱者
の育成指導

危険物試験講
習指導回数

年５回 45 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

11 総
危険物の規制に
関する事務

公共の安全の維持を確保
するため、危険物の貯蔵
取扱いに係る安全性の評
価を実施し、法令基準の
適正化を図る。

申請義
務者

定
例
定
型

消防法令審
査及び検査
実施割合

１００％ １００％ １００％ 48 100%

法令基準の審査を通
じて、危険物施設の
安全確保を図ること
ができている。

Ａ 46

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
危険物の規制に
関する事務

法令基準の適
正化を図るた
めの事前相談
及び申請受付
事務

消防法令に適
合した適切な
事前相談等の
実施割合

１００％
１００％
(６８件)

法令基準の適
正化を図るた
めの事前相談
及び申請受付
事務

消防法令に適
合した適切な
事前相談等の
実施割合

１００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
危険物の規制に
関する事務

許可申請等の
審査及び検査
事務

消防法令に適
合した適切な
審査及び検査
の実施割合

１００％
１００％
(６８件)

48
許可申請等の
審査及び検査
事務

消防法令に適
合した適切な
審査及び検査
の実施割合

１００％ 46

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
危険物の規制に
関する事務

予防規程の認
可審査

消防法令に適
合した適切な
審査及び相談
の実施割合

１００％ １００％
（１件）

予防規程の認
可審査

消防法令に適
合した適切な
審査及び相談
の実施割合

１００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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23年度 24年度 25年度 680 680 705 705

予防課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

火災発生と火災危険を減らす

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

予防課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

11
危険物の規制に
関する事務

届出等の受付
及び確認事務

消防法令に適
合した適切な
確認事務の実
施割合

１００％ １００％
(２５６件)

届出等の受付
及び確認事務

消防法令に適
合した適切な
確認事務の実
施割合

１００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
危険物の規制に
関する事務

危険物許認可
手数料の徴収

徴収率 １００％
１００％
(６８件)

危険物許認可
手数料の徴収

徴収率 １００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
少量危険物等に
関する事務

火災の発生防止及び拡大
防止を図るため、条例基
準の適合用件について、
確認を行う。

市民・
市内事
業者等

定
例
定
型

法令等の審
査及び検査
実施割合

１００％ １００％ １００％ 5 100%

条例基準の確認及び
検査により安全確保
を図ることができて
いる。

Ａ 6 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
少量危険物等に
関する事務

危険物の貯蔵
取扱に係る事
前相談及び届
出受付事務

火災予防条例
に適合した適
切な事前相談
等の実施割合

１００％
１００％
(３６件)

5

危険物の貯蔵
取扱に係る事
前相談及び届
出受付事務

火災予防条例
に適合した適
切な事前相談
等の実施割合

１００％ 6
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

12
少量危険物等に
関する事務

条例基準施設
の立入検査及
び違反是正指
導

火災予防条例
に適合した適
切な立入検査
及び違反是正
の実施割合

１００％
１００％
(４９件)

条例基準施設
の立入検査及
び違反是正指
導

火災予防条例
に適合した適
切な立入検査
及び違反是正
の実施割合

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
危険物施設の調
査事務

危険物の事故防止対策を
推進するため、災害調査
を実施し同種事故の発生
防止を図る。

市民・
市内事
業者等

定
例
定
型

調査・集計
定期報告回
数

年５回 年５回 年５回 年５回

災害調査や統計事務
を通じて類似する事
故の防止対策を図る
ことができている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13
危険物施設の調
査事務

災害調査及び
統計事務

調査・集計定
期報告回数

年５回 年５回
災害調査及び
統計事務

調査・集計定
期報告回数

年５回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
液化石油ガス施
設等の保安に関
する事務

公共の安全の維持を確保
するため、液化石油ガス
貯蔵施設等の火災予防上
の安全性について確認を
行う。

液化石
油ガス
貯蔵施
設等設
置者

定
例
定
型

法令等に適
合した届出
審査及び意
見書の交付
実施率

１００％ １００％ １００％ 100%

液化石油ガス施設に
係る届出等の確認を
通じて保安の確保を
図ることができてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

14

液化石油ガス施
設等の保安に関
する事務

液化石油ガス
貯蔵施設等の
許可申請に関
する意見書の
交付

交付申請に対
して適切に事
務を処理した
割合

１００％
１００％

（29
件）

液化石油ガス
貯蔵施設等の
許可申請に関
する意見書の
交付

交付申請に対
して適切に事
務を処理した
割合

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
危険物取扱者免
状に関する事務

危険物取扱者による災害
予防を推進するため、資
格者の適正化の推進を図
る。

市民・
市内事
業者等

定
例
定
型

広報の実施
回数

年６回 年６回 年６回 100%

危険物の免状に係る
事務を通じて、事故
防止の推進を図るこ
とができている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
予算
なし

15
危険物取扱者免
状に関する事務

危険物取扱者
免状の書換・
再交付の案内

免状に関する
の問い合わせ
に対し適切に
案内した割合

１００％ １００％
危険物取扱者
免状の書換・
再交付の案内

免状に関する
の問い合わせ
に対し適切に
案内した割合

１００％ 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

15
危険物取扱者免
状に関する事務

危険物取扱者
試験及び危険
物保安講習会
事務

広報実施回数 年６回 年６回

危険物取扱者
試験及び危険
物保安講習会
事務

広報実施回数 年６回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

16 総
幼年消防クラブ
促進事業

市民 
(市内)

政
策

防火大会参
加人数

1,200人 1,200人 1,200人
約1200

人

幼稚園や保育園と連
携協力を図り、効果
的に防火思想の普及
を図ることができて
いる。

Ａ 34 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

16
幼年消防クラブ
促進事業

幼年消防クラ
ブ防火大会の
実施

防火大会参加
人数実施回数

1,200人
約1,200
人

幼年消防クラ
ブ防火大会の
実施

防火大会参加
人数実施回数

1,200人 34 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

17 総
危険物施設等の
安全確保事業

危険物施設の安全性を確
保するため、立入検査の
実施や危険物安全週間を
中心とした啓発活動を行
う。

市民・
市内事
業者等

政
策

違反是正率 １００％ １００％ １００％ 61 100%

立入検査を通じて危
険要因の早期把握に
よる事故防止対策の
推進を図ることがで
きている。

Ａ 60

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

17
危険物施設等の
安全確保事業

消防法令に適
合した適切な
立入検査及び
違反是正指導

消防法令に適
合した適切な
立入検査及び
違反是正の実
施割合

１００％
１００％
(６７件)

30

消防法令に適
合した適切な
立入検査及び
違反是正指導

消防法令に適
合した適切な
立入検査及び
違反是正の実
施割合

１００％ 34

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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23年度 24年度 25年度 680 680 705 705

予防課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

火災発生と火災危険を減らす

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

予防課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

17
危険物施設等の
安全確保事業

危険物安全週
間の実施

実施回数 年１回 年１回 31
危険物安全週
間の実施

実施回数 年１回 26

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
型
定
例

現状維
持

なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

茅ヶ崎市消防
計画における
課（班）の活
動内容の検証
及び見直し

消防計画の検
証及び見直し

4月 4月

茅ヶ崎市消防
計画における
課（班）の活
動内容の検証
及び見直し

消防計画の検
証及び見直し

4月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

危険物製造所
等の被災状況
の確認及び応
急対策（災害
等発生時）

危険物製造所
等の被災状況
の確認

随時
対応事案
なし

危険物製造所
等の被災状況
の確認及び応
急対策（災害
等発生時）

危険物製造所
等の被災状況
の確認

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総 庁内共通業務

定
型
定
例


